
東電に原発動かす
能力なし！

東京電力・柏崎刈羽原発の
「設置許可取り消し」を求める署名に

ご協力をお願いします！

「設置許可取り消し」で
 東京電力は 柏崎刈羽原発を
 運転できなくなります

インターネットからも
ご署名いただけます。

お知り合いの方にお知らせ
いただけますと幸いです。

もうたくさん！！

呼びかけ団体　原発を再稼働させない柏崎刈羽の会 
連絡先　℡025－281-8100（新潟県平和運動センター気付）
 　　　　℡025-224-4073（原発をなくす新潟県連絡会・新潟県民主医療機関連合会内）



東電に原発動かす資格なし！
様々な不祥事を起こしてきた東京電力ですが、今回は、IDを不正使用して施設に不正に入
室 していたことが発覚しました。 それだけでなく、引き続いて核セキュリティーの不正が
次々に明らかになり、原発敷地内に外 部から不正侵入ができる状態が1年以上も続いてい
ました。 これまで東京電力が起こした事件、不祥事はあげたら本当にきりがありません。

・敷地内に活断層が一杯 　　アウト 
・海底活断層の過小評価 　　アウト 
・重要機器の耐震不足 　　　アウト 
・福島より大量の地下水 　　アウト 
・核セキュリティーの軽視 　アウト 
・有効な避難計画は無理 　　アウト 
・東電の体質・能力 　　最もアウト

2002年 東電トラブル隠し事件 シュラウドのヒビを隠蔽 
2007年 中越沖地震で柏崎刈羽原発が損傷・火災・放射の漏れ 
　　　    その後も繰り返す構内火災 連絡不備 
2011年 福島第一原発事故、メルトダウンを知りながら認めず 地震の警告を無視していた
             ことが発覚 
防潮堤は大丈夫か、免震重要棟がないぞ、新ベント装置で住民が被曝する

何十年も続いている東電の不祥事

世界は原発から自然エネルギーへシフト
この10年間で風力発電は160ギガワット650ギガワットへ4倍増で、発電コストは7割減、
太陽光は23ギガワットから630ギガワットへ27倍増で、発電コストは9割減になっていま
す (自然エネルギー世界白書 2020)。1ギガワットを概ね原発1基分とすると、風力、太陽光 
を合わせると実に原発1280基分に相当します。一方、世界の原発の数はこの10年間で横ば
いで、443基です (IAEA)。原発の発電コストは、最終処分の費用がいまだに見通せず、今後
跳ね上がる可能性があります。今こそ、原発から自然エネルギーへシフトするときです。

 東電は、不祥事を起こすたびに「反省しました」「二度と繰り返しません」と誓ってきました。
でも、約束が守られることはありませんでした。形だけの「反省」を繰り返してきた会社で
す。 これだけの不祥事、隠ぺいを繰り返す東電は、企業として致命的な欠陥を持っているの
ではないでしょうか。 
もう東電の虚偽、不祥事には飽き飽きです。 国は東電の原発の運転資格を直ちに取り上げる
べきです。

2007年
中越沖地震
変圧器火災

不誠実な東電に私たちの未来は託せません

W
e can change the w

orld from
 local  

中越沖地震で波打つ
豆腐の上の原発



内閣総理大臣     菅   義偉 様 

原子力規制委員会  更田 豊志 様          

東京電力には原発を動かす資格はありません！ 

東京電力・柏崎刈羽原発の「設置許可取り消し」を求める署名 
 

柏崎刈羽原発では、ID 不正入室事件、工事未

了問題、核セキュリティー問題など、以前にもま

して重大問題が相次いでいます。 

福島原発事故を起こした後も、根本的な反省

が見られない中、不祥事を繰り返す東京電力に

は原発を管理する能力や資格がないことは明ら

かです。 

私たちの安全・安心な未来の社会のためには、東京電力に原発を 

運転させることはできないと考え、 

柏崎刈羽原発の「設置許可取り消し」を求めます。 

 

お名前 ご住所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊本署名に記載されたお名前、ご住所の個人情報は、目的外の使用は一切しません。 

＊「ご住所」欄には、「同上」や「〃」を使用せず、お一人ごとにご記入ください。 

 

 

呼びかけ団体  原発を再稼働させない柏崎刈羽の会 

問い合わせ・署名送付先  

〒950-0965 新潟市中央区新光町 6－2 新潟県平和運動センター Tel 025-281-8100 

〒951-8124 新潟市中央区医学町通 1番町 45第 2関本ビル 2階 Tel 025-224-4073 

原発をなくす新潟県連絡会（新潟県民主医療機関連合会内） 

                     第 1次集約 6月末  第 2次集約 9月末 

 

取り扱い団体  


